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２ 職員の配置状況                                                   

《消防局》（７２人）                                                      （令和８年４月１日現在） 

消 防 局 長    狩 野  徳 智  

次 長    鶴 見  康 生   

課 名 職 名 氏 名 職 名 氏 名 

総務課 （１４人） 総務課長 岩 永     亮 

総 務 係 長 村 上  修 一 

企 画 管 理 係 長 上 戸  智 宏 

長崎県防災航空隊 副隊長（出向） 永 田  直 也 

長 崎 県 消防 学 校 教  官（出向） 岩 本  哲 治 

総 務 省 消 防 庁 事務官（出向） 田 道  弘 樹 

予防課 （１５人） 予防課長    山 﨑  真 一 朗 
予 防 審 査 係 長    末 吉  亜 紗 子 

市 民 消 防 係 長 松 田  一 徹 

警防課 （１９人） 警防課長 麻 生  太 郎 

警 防 装 備 係 長 髙 橋  啓 輔 

救 急 救 助 係 長 中 倉  佑 太 

訓 練 管 理 係 長 鈴 木  和 隆 

指令課 （２２人） 指令課長 野 口  卓 真 

課 長 補 佐 下 田  健 司 

課 長 補 佐 瀬 川     寿 

指 令 １ 係 長 吉 野  雄 介 

指 令 ２ 係 長 丸 山  覚 生 

情 報 管 理 係 長 田 中  祐 司 
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《中央消防署》（１７１人） 

消防署長   杉 内  晴 貴 

課 名 職 名 氏 名 職 名 氏 名 

警防１課 （８８人） 警防１課長 濱 﨑     統 

課 長 補 佐 濵 出  新 次 

査 察 指 導 係 長 黒 澤     明 

警 防 係 長 小 宮     大 

救 急 救 助 係 長 立 野  秀 明 

矢 上 出 張 所 長 永 田  真 也 

警防２課 （８２人） 警防２課長 松 尾  伸 吾 

警 防 係 長 蒲 池  秀 之 

救 急 救 助 係 長 松 延  寛 文 

矢 上 出 張 所 長 宮 崎  昭 一 

 

《北消防署》（１７９人） 

消防署長    奥 村  喜 一 

課 名 職 名 氏 名 職 名 氏 名 

警防１課 （９３人） 警防１課長 山 口  豊 宏 

課 長 補 佐 山 田     実 

査 察 指 導 係 長 永 田  恵 美 

警 防 係 長 仲     孝 文 

救 急 救 助 係 長 吉 岡  正 広 

浜 田 出 張 所 長    田 中  健 一 郎 

警防２課 （８５人） 警防２課長 本 田  英 治 

警 防 係 長 松 井     仁 

救 急 救 助 係 長 向 井  慶 文 

浜 田 出 張 所 長 大 宅  芳 明 

 

《南消防署》（９０人） 

消防署長    山 田  友 義 

課 名 職 名 氏 名 職 名 氏 名 

警防１課 （４７人） 警防１課長 鈴 田  雄 一 

課 長 補 佐 井 上  和 暢 

警 防 係 長 野 口  英 紀 

土 井 首 出張 所 長 永 川  一 宏 

警防２課 （４２人） 警防２課長 寺 平  政 博 
警 防 係 長 福 江  定 幸 

土 井 首 出張 所 長 大 山  康 治 

 

- 4 -



 

３ 分掌事務 

局・署 課 分 掌 事 務 

消防局 

総務課 

⑴ 消防局の統括に関すること。 

⑵ 消防事務に係る企画及び総合調整に関すること。 

⑶ 公印の管理に関すること。 

⑷ 例規、通達等に関すること。 

⑸ 文書の収受等に関すること。 

⑹ 職員の任免、給与及び服務その他身分に関すること。 

⑺ 職員の福利厚生に関すること。 

⑻ 職員及び団員の公務災害補償に関すること。 

⑼ 職員の教養及び訓練に関すること。 

⑽ 表彰の事務に関すること。 

⑾  予算、決算及び経理に関すること。 

⑿ 財産の管理及び処分に関すること。 

⒀ 長崎県消防長会の事務に関すること。 

⒁ 局内事務の連絡調整に関すること。 

⒂ 他の課の所管に属しない事務に関すること。 

予防課 

⑴ 火災予防の計画、広報及び指導に関すること。 

⑵ 住宅防火対策に関すること。 

⑶ 消防用設備等の規制に関すること。 

⑷ 建築物の新築、増築等に伴う消防審査に関すること。 

⑸ 危険物の規制に関すること。 

⑹ 火薬類の規制に関すること。 

⑺ 消防署が行う火災原因調査の支援に関すること。 

⑻ り災証明（火災に係るものに限る。）の交付に関すること。 

⑼ 団員の任免、給与及び服務その他身分に関すること。 

⑽ 団員の福利厚生に関すること。 

⑾ 市民防火組織の事務に関すること。 

⑿ その他火災予防事務に関すること。 
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局・署 課 分 掌 事 務 

消防局 

警防課 

⑴ 警防、救急及び救助の業務に関すること。 

⑵ 職員及び団員の非常招集に関すること。 

⑶ 消火栓及び防火水槽などの消防水利に関すること。 

⑷ 長崎市宅地等開発行為に係る防火水槽の設置等に関すること。 

⑸ 職員及び団員の研修及び訓練に関すること。 

⑹ 救急及び救助の統計及び報告に関すること。 

⑺ 機械器具及び装備の整備に関すること。 

⑻ 車両及び船舶の整備に関すること。 

⑼ 緊急消防援助隊等に係る連絡調整に関すること。 

⑽ 国際消防救助隊に係る連絡調整に関すること。 

⑾ 防災ヘリコプター、ドクターヘリコプター等に係る連絡調整に関すること。 

⑿ その他警防事務に関すること。 

指令課 

⑴ 火災及び救急等の１１９番受信に関すること。 

⑵ 出動部隊の指令管制及び運用に関すること。 

⑶ 気象及び災害の情報に関すること。 

⑷ 総合消防情報システム及び消防救急デジタル無線の運用に関すること。 

⑸ 電子計算機器の管理に関すること。 

⑹ 消防・救急業務の情報化の推進に関すること。 

⑺ 消防・救急業務の情報化に係る人材の育成及び研修に関すること。 

⑻ 情報セキュリティに関すること。 

⑼ 消防指令センター共同運用化に関すること。 

⑽ その他指令事務に関すること。 
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局・署 課 分 掌 事 務 

消防署 

消防署の分掌事務は、火災等の災害現場における警防活動のほかおおむね次のとおりとする。 

警防１課 

及び 

警防２課 

⑴ 警防、救急及び救助の業務に関すること。 

⑵ 署員の人事、給与及び服務その他身分に関すること。 

⑶ 消防施設、車両及び機械器具の維持管理に関すること。 

⑷ 火災予防の計画、広報及び指導に関すること。 

⑸ 住宅防火対策に関すること。 

⑹ 建築物の防火管理に関すること。 

⑺ 消防用設備等の規制に関すること。 

⑻ 火災原因調査に関すること。 

⑼ り災証明（火災に係るものに限る。）の交付に関すること。 

⑽ 斜面地等消防活動困難区域などの警防計画に関すること。 

⑾ 消火栓及び防火水槽などの消防水利の管理に関すること。 

⑿ 消防団等の訓練指導に関すること。 

⒀ 市民防火組織の事務に関すること。 

⒁ 署内事務の連絡調整に関すること。 
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４ 所管事務の現況等 

(1) 長崎市と受託町の人口・世帯数・面積 

（令和８年４月１日現在） 

区 分 人 口 世 帯 数 面 積 

長 崎 市 ３８３，１５４人 ２０４，６６９世帯 ４０５．６９k ㎡ 

受託町 

事務受託 

S47.4.1 

長与町 ３９，０３１人 １７，２０８世帯 ２８．７３k ㎡ 

時津町 ２８，７９１人 １３，５４８世帯 ２０．９４k ㎡ 

小 計 ６７，８２２人 ３０，７５６世帯 ４９．６７k ㎡ 

合  計 ４５０，９７６人 ２３５，４２５世帯 ４５５．３６k ㎡ 

 

(2) 署管轄区域別人口・世帯数  

（令和８年４月１日現在） 

区 分 人 口 世 帯 数 

中央消防署 １５３，０３５人 ８２，７１０世帯 

北 消 防 署 
２４３，０１０人 

[６７，８２２人] 

１２４，００６世帯 

[３０，７５６世帯] 

南 消 防 署 ５４，９３１人 ２８，７０９世帯 

合  計 
４５０，９７６人 

[６７，８２２人] 

２３５，４２５世帯 

[３０，７５６世帯] 

[ ]は受託町内数 

 

(3) 人員・車両等                                       

ア 人員                                 （令和８年４月１日現在） 

区 分 条 例 定 数 現 員 

消防職員 ５１２人 ５１２人 

消防団員 ２，９４４人 ２，１８２人 

 

 

 

 

イ 車両等 消防局（管内） 合計５３台                 （令和８年４月１日現在） 

火災対応 救助対応 災害対応 救急対応 

車種 台数 車種 台数 車種 台数 車種 台数 

ポンプ車 １９台 はしご車 ３台 資機材搬送車 ２台 救急車 １５台 

指揮調査車 ３台 救助工作車 ３台 人員搬送車 １台 

 タンク車 ２台 重機 
（油圧ショベル） 

１台 燃料補給車 １台 

化学車 １台 重機搬送車 １台 消防艇 １艇 

非常用は除く 

ウ 車両等 消防団（市内） 合計１４６台            （令和８年４月１日現在） 

車  種 台  数 

指 揮 車 １台 

ポ ン プ 車 ３４台 

小型動力ポンプ積載車 １１１台 （小型動力ポンプ １１１台）  

                                                      非常用は除く 

(4） １１９番受信件数（管内） 

項 目 令和７年 令和６年 前 年 比 

火  災 ２１７件 ２３８件 ▲２１件 

救  急 ２９，４９０件 ２９，６１８件 ▲１２８件 

救  助 ４７件 ４８件 ▲１件 

警  戒 ９６７件 １，０７６件 ▲１０９件 

そ の 他 １３，６９６件 １４，０５６件 ▲３６０件 

合  計 ４４，４１７件 ４５，０３６件 ▲６１９件 
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(5) 各種災害の出動状況（管内） 

   ア 火災 

項 目 令和７年 令和６年 前 年 比 

件 数 ９６件 ９３件 ３件 

損 害 額 （ 千円 ） ２６３，３９７ １３２，９０６ １３０，４９１ 

種 別 

建 物 火 災 ６１件 ６０件 １件 

車 両 火 災 ９件 ６件 ３件 

林 野 火 災 ０件 １件 ▲１件 

船 舶 火 災 ０件 ０件 ０件 

その他 の火 災 ２６件 ２６件 ０件 

焼 損 面 積 
建 物 火 災 ２，０２０㎡ ３，０８１㎡ ▲１，０６１㎡ 

林 野 火 災 ０ａ １５ａ ▲１５a 

出火率（人口１万人あたりの火災件数） ２．１０件 ２．０１件 ０．０９件 

出 火 原 因 

（ 上 位 ５ 位 ） 

電気器具・配線 １７件 ９件 ８件 

こ ん ろ １２件 ６件 ６件 

た き 火 １１件 １５件 ▲４件 

放火（疑いを含む） ６件 ７件 ▲１件 

た ば こ ６件 １６件 ▲１０件 

   

   イ 救急 

項 目 令和７年 令和６年 前 年 比 

件 数 ２９，２９７件 ２９，０５８件 ２３９件 

搬 送 人 員 ２５，２５５人 ２４，９６０人 ２９５人 

不 搬 送 ４，１１１件 ４，１５４件 ▲４３件 

種 別 

急 病 
出場件数 １９，３８２件 １９，２２２件 １６０件 

搬送人員 １６，２４８人 １６，０６０人 １８８人 

一般負傷 
出場件数 ５，３６１件 ５，２２３件 １３８件 

搬送人員 ４，８０９人 ４，６６７人 １４２人 

交通事故 
出場件数 ９６９件 １，０１０件 ▲４１件 

搬送人員 ８２０人 ８３５人 ▲１５人 

そ の 他 
出場件数 ３，５８５件 ３，６０３件 ▲１８件 

搬送人員 ３，３７８人 ３，３９８人 ▲２０人 

 

 

ウ 救助 

項 目 令和７年 令和６年 前 年 比 

件 数 １５５件 １３６件 １９件 

救 出 人 員 １２５人 １０３人 ２２人 

種 別 

建物等に 

よる事故 

出動件数 ６９件 ５４件 １５件 

救出人員 ５８人 ４０人 １８人 

交通事故 
出動件数 ２３件 ３０件 ▲７件 

救出人員 １７人 ３０人 ▲１３人 

水難事故 
出動件数 ２２件 １５件 ７件 

救出人員 １９人 １１人 ８人 

火 災 
出動件数 １２件 １１件 １件 

救出人員 ６人 ６人 ０人 

そ の 他 
出動件数 ２９件 ２６件 ３件 

救出人員 ２５人 １６人 ９人 

 

エ 警戒等 

 

 

 

 

 

 

 

 

項   目 令和７年 令和６年 前 年 比 

件 数 １，８８７件 １，８０９件 ７８件 

種 別 

救 急 

心 肺 停 止 １，０２８件 ９６３件 ６５件 

搬 送 補 助 ２７４件 ２３５件 ３９件 

ヘリコプター離着陸支援  ５０件 ６０件 ▲１０件 

火災等 

火災報知機鳴動 ３４５件 ４１８件 ▲７３件 

油 流 出 ２０件 １１件 ９件 

そ の 他 １７０件 １２２件 ４８件 
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(6) 火災予防対策（令和７年度実績） 

ア 消防法に基づく建築物等への立入検査（管内） 

種  別 対 象 数 立入検査件数 

建  築  物 １４，９２８棟 ８，５５３件 

危 険 物 施 設 ７２５施設 ２２８件 

 

イ 市民防火組織（市内）                           （令和８年４月１日現在） 

組 織 名 組 織 数 人  員 

女 性 防 火 クラブ ２５２クラブ ２２，６２４人 

幼 年 消 防 クラブ ９２クラブ １０，０４０人 

少 年 消 防 クラブ ３８クラブ １，６７３人 

自衛消防隊連絡協議会 １９４事業所 － 

危 険 物 安 全 協 会 ８８事業所 － 

 

ウ 地域の防火防災訓練（市内） 

訓  練  回  数 ２０８回 

参 加 人 員 １４，５２８人 

 

 

 (7) 応急手当講習（管内）                          （令和７年度実績） 

開 催 回 数 ５００回 

受 講 人 員 １３，８８１人 

   

 

 

 

 

 

 

(8) 管内情勢図 
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【過去の修理状況】

♯７１１９

５ 消防艇の廃止について

（１） 廃止の理由等

ア 運用開始から３１年が経過し、船体の老朽化によりエンジンや放水砲など修理ができない状況にある。

イ 離島等で火災・救助・海上捜索などが発生した場合の出動体制については、長崎海上保安部との連携協定等

により確保されている。

ウ 令和８年９月３０日に廃止する。

（２） 消防艇の諸元

諸 元

16人搭 載 人 員かくりゅう船 名

平成7年3月22日取得年月日汽船（19トン）種 別

31年経 過 年 数17.0m/4.35m全長/全幅

15.5ノット（時速28.7ｋｍ）巡 行 速 力限定沿海区域航 行 区 域

227,630千円取 得 額米国ゼネラルモータース社製エ ン ジ ン

（参考：年間維持管理経費 約６，０００千円、新船購入想定費用 約５２０，０００千円）

船体上架 プロペラ部

船底部 船尾部

概 要場 所発生年月
火災出動件数
（過去5年間）

建造中の船舶の配電盤から出火したもの戸町1丁目令和3年6月

3件 港に係留された遊漁船のエンジン部から出火したもの丸尾町令和3年7月

船揚場の廃材から出火したもの下黒崎町令和3年10月

いずれも陸上の消防隊が消火活動を行っており、消防艇による消火活動無し

消防艇
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（４） 離島等の警備体制

長崎海上保安部巡視船での人員輸送合同訓練

応援体制非常備消防常備消防島名

・長崎海上保安部巡視船

・県防災航空隊ヘリ

・消防団水上分団船舶
（戸町、旭町、土井首）

・民間船舶

消防団
第47分団

南消防署
高島出張所

高島

消防団
第60分団

北消防署
池島派出所

池島

協定等名締結日

海上保安庁の機関と消防機関との業務協定の
締結に関する覚書

昭和43年3月29日

長崎海上保安部と長崎市との協定書昭和46年1月11日

長崎市と長崎海上保安部との包括連携協定令和6年3月14日

（３） 海上保安庁との連携協定等

県防災航空隊ヘリ

消防団水上分団船舶
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６ 救急体制の強化に向けた取組みについて

（１） 現状と課題

（２） 対応状況

ア 救急車の適正配置に向けた取組み

（ア） 昨年度の試行的運用

令和７年救急出場件数２９，２９７件（過去最多）、今後も高齢化の進展などを背景に増加見込み救急需要の増加

平均現場到着時間が年々延伸、令和７年平均１１．０分（全国平均９．８分）現場到着時間の延伸

１５台の救急車、平日昼間帯は市内中心部への出場増加、遠隔地の救急車も市内中心部へ出場中心部への出場増加

神浦
（194件）

琴海
（597件）

浜田
（2,489件）

北署2台
（7,492件）

矢上
（1,788件）

松が枝
（2,888件）

土井首
（1,770件）

三和
（969件）

野母崎
（327件）

飽の浦
（2,092件）

三重
（1,624件）

滑石

今年度の救急車運用状況※

（イ） 今年度の運用

滑石地域周辺及び市内中心部の救急体制強化目 的

三重救急車を滑石出張所へ配置実施内容

平日9：30～17：00運用時間

三重地域の救急体制確保のため、近隣の琴海救急車
または神浦救急車が出場した際には、三重出張所で待機

体制確保

救急車の効果的な配置場所の検証目 的

１５台の救急車を活用し、滑石・浦上・小島の３出張所へ
配置

実施内容

令和7年11月17日～令和8年1月30日（平日9：30～17：00）実施期間

平均現場到着時間が0.7分短縮（管内全域の前年同期比）
特に、滑石地域周辺及び市内中心部で時間短縮の効果検証結果

中央署2台（6,661件）
消防局1台（395件）

※円は11分（平均現場到着時間）以内での到着可能範囲
件数は令和7年中の救急出場件数、消防局1台は日勤救急車
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【デジタルサイネージでの広報】【広報チラシの配布】

（ア） 概要
傷病者のマイナ保険証を活用し、救急活動の円滑化を図るものであり、本市は令和６年度から国の実証

事業に参画し、令和８年度から本格運用を開始している。

イ マイナ救急事業

マイナ救急活用率マイナ救急
活用件数

期間中
全救急件数

実施期間年 度
全国長崎市

7.1％3.0％249件8,211件約5か月間令和6年度

17.4％17.6％3,494件19,857件約11か月間令和7年度

（３） 救急体制の強化に向けた今後の取組み

【マイナ救急チラシ】 【救急の日イベントの様子】

適正配置に向けた取組みを継続・検証し、配置場所の見直しや増台の必要性を検討救急車運用の最適化

マイナ保険証の登録・携行の広報を強化し、活用率の向上を図るマイナ救急の定着

「救急の日イベント」等あらゆる機会を捉え、救急車の適正利用の積極的な普及啓発を図る適正利用の普及啓発

（イ） 実証事業の実績
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７ 林野火災防止に係る林野火災注意報・警報の発令状況等について

（１） 林野火災注意報・警報

全国各地において大規模な林野火災が多発しており、たき火や火入れなど人為的な火の使用を制限・禁止する

ため、長崎市火災予防条例を改正し、令和８年１月１日から林野火災注意報・警報発令の運用を開始したもの。

林野火災警報林野火災注意報

林野火災注意報の発令基準 かつ 強風注意報
①前3日間の合計降水量が1mm以下 かつ 前30日間の
合計降水量が30mm以下
②前3日間の合計降水量が1mm以下 かつ 乾燥注意報

発
令
基
準

火の使用制限（義務）【罰則あり】火の使用制限の注意喚起（努力義務）
内
容

タバコを
吸わない

たき火を
しない

「森林の区域」において

たき火の
禁止

タバコの
禁止

「森林の区域」において

（２） 発令対象期間

１月１日～５月３１日

（３） 発令状況等（令和８年１月１日～５月３１日）

発令中巡回広報等発令中
林野火災件数

発令日数発令回数
罰 則指 導巡 回

―5件612回0件51日17回林野火災注意報

0件0件125回0件8日3回林野火災警報
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【林野火災対応訓練の様子】【マグネットシート】【広報用チラシ】

（４） 取組状況

ア 広報

（ア） 市ウェブサイト・広報誌・市公式SNSでの情報発信（９回）

（イ） 林業・農業関係団体（６団体）及び連合自治会長への説明

（ウ） 登山道へのチラシの掲示（７か所）

（エ） 報道機関への協力依頼（３回）

（オ） 注意報・警報時の巡回パトロール（７３７回）

（カ） 消防車両へのマグネットシート貼付（２０７台）

イ 消防団と連携した林野火災対応訓練の実施（３回）

ウ 住宅地に延焼のおそれがある山林への林野火災警防計画の作成（１０件）
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